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治安維持能力強化
プログラム

警察支援、司法支援、地雷対策等の分
野に関する案件を形成する。

カブール県およびパルワーン県における包括的地雷対策事業（第3期） 日本NGO 0.82

アフガニスタンにおける違法薬物対策 マルチ 1.88 UNODC

アフガニスタンにおける地雷除去支援 マルチ 0.32 UNMAS

バルフ県における地雷除去計画 草の根無償 0.56

性と性差に基づく暴力への取り組みのための警察組織体制強化プロジェクト 技プロ 　 実施決定（未開始）

アフガニスタン国境警察の監視活動能力の強化（PFCB） マルチ 0.22 OSCE

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム
支援額

（億円）
備考

法秩序信託基金（LOTFA）（令和元年度） マルチ 69.90
UNDP

女性警官支援を含む

開発課題１－１
（小目標）

治安能力向上

国別開発協力方針　別紙

対アフガニスタン・イスラム共和国　事業展開計画

基本方針
（大目標）

　　アフガニスタンの自立に向けた支援

重点分野１
（中目標）

アフガニスタン政府の治安能力の向上のための支援

【現状と課題】
　アフガニスタンの治安は依然不透明であり、同国が平和の定着を図り、着実に復興・開発を進めていくために
は、治安の改善が必要不可欠である。アフガニスタン国家警察を含むアフガニスタン治安部隊の構築・能力強化を
遅滞なく進めていくことは、アフガニスタン政府及び国際社会の最重要課題。また、法の支配の強化、麻薬対策、
地雷除去等も治安安定に向けた課題となっている。

【開発課題への対応方針】
　アフガニスタン自身による国家再建を成し遂げるためには、アフガニスタン政府自身に
よる治安の確保が重要。2014年の治安権限移譲後もアフガニスタン政府が自立した形で治
安分野における責務を十分果たせるよう、アフガニスタン法秩序信託基金（LOTFA）を通じ
たアフガニスタン国家警察の給与支援のほか、国境管理や司法能力強化といった法・体制
面への支援を行う。また、反政府勢力の資金源を遮断し、治安を安定させるためにも、ア
フガニスタン政府の重点分野の一つである麻薬対策に留意する。上記方針を通じ、持続可
能な開発目標（SDGs）の５（ジェンダー）、16（平和）等の達成に貢献する。

実施期間
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年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度
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経済インフラ整備
プログラム

カブール首都圏の都市問題（水資源、
電力供給等）を中心とした経済・イン
フラ開発を推進し、持続的な経済発展
のための基盤整備及び行政能力向上支
援を行う。

カブール市南東部地区アクセス改善計画（UNOPS連携） 無償 12.50

カブール国際空港保安機能強化計画 無償 44.27

デサブ南地区給水施設整備計画 無償 25.61

土地区画整理・都市再開発におけるカブール市役所機能向上プロジェクト 技プロ 6.01

カブール市道路建設管理能力強化プロジェクト 技プロ 5.75

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム
支援額

（億円）
備考

アフガニスタン向け第三国研修(イラン・電力） 第三国研修

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

重点分野２
（中目標）

開発支援（持続的・自立発展のための支援）

【現状と課題】
　長年にわたる紛争及び国内の混乱により、アフガニスタン国内の基幹インフラは破壊された状況であり、持続可
能な開発及びそれを支える経済成長の達成が重要な課題となっている。内陸国であるアフガニスタンにおいて、人
と物資の円滑な移動・輸送を可能にし、国家収入の増加、経済活動の促進、及び雇用創出にもつながる運輸インフ
ラ整備、特に経済発展を左右する、道路網及び航空輸送網整備等の開発ニーズは高い。また、アフガニスタンは水
供給の逼迫、衛生状態の悪化、郊外の無秩序な開発等の様々な都市問題に直面しており、持続的な都市開発も課題
となっている。

【開発課題への対応方針】
　アフガニスタンの中長期的な成長と安定を図るべく、カブール首都圏のインフラや都市
開発を中心としてカブール国際空港やカブール市内道路、都市開発整備等への協力を行
う。上記方針を通じ、持続可能な開発目標（SDGs）の６（水・衛生）、７（エネル
ギー）、９（インフラ、産業化、イノベーション）、11（持続可能な都市）、16（平
和）、17（実施手段）等の達成に貢献する。

実施期間

2019 2020 2021 2022 2023 2024

開発課題２－１
（小目標）

経済・インフラ開
発
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開発課題２－２
（小目標）

農業・農村開発

水資源開発・管理
改善プログラム

灌漑及び他の水システム、土壌、放牧
地、森林を回復させるもの。特に、農
業・農村開発に不可欠な水資源開発及
び管理支援を重視する。

農業生産性向上プ
ログラム

農業・農村開発の軸となる主要三省の
行政官に対する人材育成支援を行うと
ともに、小麦に次ぐ主要穀物である稲
作の振興支援、及び農業生産性向上の
ために引き続き支援が必要な灌漑設備
の全国的な整備支援、水資源管理、国
境地域等の農村地域に対する包括的な
生計向上支援を行う。

第二次タジキスタンーアフガニスタン国境地域生活改善計画（UNDP連携） 無償 10.33

第二次バッタ管理対策改善計画（FAO連携） 無償 7.98

対象国（6か国）：
アフガニスタン,ウズベキスタン，
カザフスタン，キルギス，タジキ
スタン，トルクメニスタン

へラートにおける農業バリューチェーン向上計画（UNOPS連携） 無償 10.00

アフガニスタン西部地域における灌漑・生計強化による経済改善計画（FAO連
携）

無償 5.47

稲作振興支援プロジェクト 技プロ 18.00

稲作振興支援プロジェクトフェーズ２ 技プロ 　 実施決定（未開始）

バーミヤン県，カブール県及びカピサ県における灌漑設備改善による農村の生
計拡大計画（FAO連携）

無償 10.95

農業灌漑補修・開発計画等 マルチ 1.59 世銀ARTF

水文・気象情報管理能力強化プロジェクト　（フェーズ２） 技プロ 3.19

農業灌漑牧畜省組織体制強化プロジェクト 技プロ 18.12

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム
支援額

（億円）
備考

　

 

　　

【現状と課題】
　アフガニスタンでは全人口のうち農村部人口が約80%、農業従事世帯の割合が50%を超えており、GDPの約31%を占
める同国の基幹産業である農業分野の活性化は貧困削減や雇用促進の観点から極めて重要である。しかしながら、
長年の紛争による基幹インフラの破壊や近年多発する洪水、干ばつの影響により、同国の農業は厳しい状況にあ
る。このような背景から同国は国家優先プログラム（NPP）を選定し、農業・農村開発分野において、国際社会の
支援の下、地方道路や灌漑施設の整備、主要穀物である小麦の生産性向上等に取り組んできた。また2003年から
2015年にかけて国家連帯計画（NSP）を実施し、農村地域の住民の要望に基づき道路・灌漑設備等の基礎インフラ
整備を行ってきた。しかしながら、依然として農村地域における復興に向けた課題は多く、また灌漑面積は同国の
耕作可能面積約961万haの約5分の1に過ぎず、水資源の開発及び効率的な利用を促進すべく農業・農村開発への取
り組みが求められている。また、稲作等の生計手段の開発、及び栽培技術の普及、農業・農村開発分野の行政機関
の能力向上など多岐にわたる課題に取り組んでいく必要がある。

【開発課題への対応方針】
　農業・農村開発は我が国の援助重点分野であり、アフガニスタン国内でその軸となる主
要三省（農業牧畜灌漑省、水・エネルギー省、農村復興開発省）に対する行政機能強化、
人材育成、灌漑整備支援を含む水資源開発・管理、農業生産性向上、農村地域に対する包
括的な生計向上支援に取り組む。上記方針を通じ、持続可能な開発目標（SDGs）の２（飢
餓）、８（経済成長と雇用）、９（インフラ、産業化、イノベーション）、11（持続可能
な都市）等の達成に貢献する。

実施期間

2019 2020 2021 2022 2023 2024

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

チェンジ・マネー
ジメント（行政機
能・能力強化、人
材育成）プログラ

ム

農村に届く充実した行政サービスの提
供を実現し、持続的なものにするため
の行政機能・能力強化、人材育成支援
を行う。

農業政策・戦略アドバイザー 個別専門家 0.70
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開発課題２－３
（小目標）

人材育成（教育及
び保健・医療等の
基礎生活分野） 万人のための教育

プログラム

識字教育及び特別支援教育を通じ質の
高い教育機会へのアクセス向上を支援
し、中等教育への公平なアクセスの向
上、及び特に遠隔地で、不安定かつ不
利な地域においてのコミュニティーの
オーナーシップの強化、及び、男女の
教育格差の解消を目指す。

感染症対策・基礎
保健サービス強化

プログラム

結核、ポリオ、定期予防接種対策の強
化、母子手帳等を通じた母子保健サー
ビスの改善を支援する。アフガニスタ
ンの保険システムが強化された制度の
下、保健分野の人的支援のニーズの充
足、雇用機会の提供を通じ、あらゆる
レベルで責任を果たせるようにする。

新型コロナウイルス感染症対策緊急支援 マルチ 8.71百万ドル
UNOPS、UNHCR、

UNICEF、IOM、IFRC

公衆衛生検査ネットワーク強化プロジェクト 技プロ 実施決定（未開始）

武力紛争及び自然災害の影響下にある市民の緊急保健ニーズに対する人道保健
支援

マルチ 0.40 WHO

母子手帳普及計画（UNICEF連携） 無償 8.94

保健分野における課題別研修 課題別研修他 　

小児感染症予防計画（UNICEF連携） 無償 7.55

抗結核薬及び診断用品整備計画（WHO連携） 無償 7.64

抗結核薬及び新診断用品整備並びに薬剤耐性結核短期治療実施モニタリング計
画（WHO連携）

無償 9.81

子どものための図書館普及に向けた基盤整備事業 日本NGO 1.00

教師教育における特別支援教育強化 国別研修 0.53

ノンフォーマル加速教育プログラム改善・普及計画（UNESCO連携） 無償 7.75

高等教育機会の拡
大プログラム

質が高く、市場に結びつき、需要に裏
付けられ、認証された技術的・職業訓
練的な教育をアフガニスタン人の若者
に提供することにより技術のギャップ
を低減する。教育システムから取り残
された人々に対し、市場で通用する技
術の習得及び雇用可能性の向上のため
の取組とともに識字教育を提供する。

未来への架け橋・中核人材育成プロジェクトフェーズ２ 技プロ 25.37

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

　　

　

　

【現状と課題】
　アフガニスタンは人間開発指標（UNDP2019）が189か国中170位であるなど、長年の紛争による治安の悪化や基礎
インフラの未整備、行政能力の脆弱性から保健・基礎教育といった基礎的な社会サービスの十分な整備には至って
いない。教育については、国際社会の支援により就学率は大幅な改善を見せたものの、初等レベルの出席率は男子
73％、女子53％（UNICEF2016）であるなど、継続的な学びには未だ課題が大きい。また、いずれの教育レベルにお
いても教育の質の低さ、最も取り残されやすい障害者や内戦で教育機会を失った若年・成人層といったグループへ
の教育アクセスの確保、といった課題も指摘されている。保健分野では、適切な栄養摂取、安全な出産、予防接種
によって防止できる原因による健康被害が未だに多くを占めていることから、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
の推進、予防接種の拡充が必要となっている。また、アフガニスタンは結核の発生率や薬剤耐性結核率が高いこ
と、ポリオ感染の遮断が確認されていない3か国の一つであることから、感染症対策のための予防・治療への支援
も重要である。

【開発課題への対応方針】
　教育分野については、識字教育及び特別支援教育を、保健分野については結核対策及び
予防接種を含めた母子保健分野中心とし、これまでの我が国の協力成果や現地ニーズを踏
まえた支援を実施する。上記方針を通じ、持続可能な開発目標（SDGs）の１（貧困）、２
（飢餓）、３（保健）、４（教育）、６（水・衛生）、９（インフラ、産業化、イノベー
ション）、10（不平等）、11（持続可能な都市）、13（気候変動）、16（平和）、17（実
施手段）等の達成に貢献する。

実施期間

2019 2020 2021 2022 2023 2024協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム
支援額

（億円）
備考
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その他

その他
個別の案件

アフガニスタンに対する緊急支援活動及び復興支援活動 マルチ 2.58 ICRC

人道と開発と平和の連携による脆弱な人々への支援 マルチ 4.57 WFP

非登録アフガン帰還民に対する人道支援 マルチ 1.12 IOM

食糧援助（WFP連携） 食糧援助 3.00

アフガニスタン向け第三国研修(トルコ・防災） 第三国研修

アフガニスタンにおける人道調整及びアドボカシーの強化 マルチ 0.89 OCHA

　

アフガニスタンにおける国内避難民及び難民へのマルチセクター統合救命支援 マルチ 2.66 UNICEF

アフガニスタンにおける帰還民の保護及び支援 マルチ 1.73 UNHCR

アフガニスタン人道危機対応支援 無償 1.01
ジャパン・プラット
フォーム（JPF）

実施決定（未開始）

バーミヤンにおける世界遺産の持続可能な管理計画（UNESCO連携） 一般文化 4.23

地方行政における課題別研修 課題別研修他

コミュニティレベルにおける灌漑及び水資源管理改善を通じた防災促進計画
（IOM連携）

無償 9.84

徴税分野人材育成 国別研修 0.31

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム
支援額

（億円）
備考

アフガニスタン選挙支援計画（UNDP連携） 無償 14.73

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝JICA海外協力
隊）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、「民間提案型技協」（＝開発途
上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）、「水産無償」（＝水産無償資金協力）、「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一般文化無償資金協力）、「草の根文化」（＝草の根文化無償資金協力）、
「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「情報収集調査」（＝基礎情報収集・確認調査）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキー
ム）、「基礎調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「基礎調査」）、「案件化調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「案件化調査」）、「普及・実証・ビジネス化事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「普及・実証・ビジネス化事業」、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- -
- -」（＝実施予定期間）
※この凡例にない略語を使用する場合は凡例に当概略語を記載したうえで使用する。

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

実施期間

2019 2020 2021 2022 2023 2024

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度


